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１ 法人の概要 

 

１－１ 建学の精神 

 

  本学院は、初代理事長水野 子
と し こ

の献身的な努力により 1954 年（昭和 29 年）に設立さ

れました。滝子幼児園（現在の滝子幼稚園）を母体として設置された本学院は、その後、

名古屋自由学院幼稚園教員養成所（現在の名古屋芸術大学保育・福祉専門学校）、名古屋

自由学院短期大学（後の名古屋芸術大学短期大学部で 2008 年（平成 20 年）7 月 31 日廃

止）、同付属第二幼稚園（現在の名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園）、名古屋芸術大学、

同大学院の開設等、飛躍的な発展を遂げてきました。しかし、今般、保育現場において

は保護者のニーズ、また、保育者に求められる資質・能力が多様化してきたことに伴い、

本学院では短期大学部保育科を発展的に改組し、名古屋芸術大学の中に小学校教諭、幼

稚園教諭及び保育士養成を目指した人間発達学部子ども発達学科を 2007 年（平成 19 年）

4月に設置しました。このことにより 2008 年（平成 20年）3月、名古屋芸術大学短期大

学部は 45年の歴史に幕を閉じることとなりましたが、短期大学部の精神は人間発達学部

に引き継がれています。 

  本学院は創設当初から「至誠奉仕」を建学の精神として掲げ、心豊かな人間の育成に

努めてきました。これまでに多くの卒業生が社会の各分野において立派に活躍し、高い

評価を得ております。現在も創設時の精神を引き継ぎ、芸術・保育・福祉の分野におい

て広く社会に貢献する人材の育成に努めています。 

  人間が人間として育つための基本的な条件である自由が、「自由学院」の自由でありま

す。自由でのびやかな環境のなかで、一人ひとりの学生が生き生きと学ぶ学園でありた

いと今後の発展を念願しています。 

 

 【理  念】 

   本学院の建学の精神である「至誠奉仕」は、傘下の各学校に受け継がれ、人間性の

不断の陶冶と社会の要請に応えられる豊かな感性と創造力に富んだ人材の育成をもっ

て、学院各校共通の教育理念としています。 

 【特  色】 

   卒業生が実社会で存分に活躍できるよう、実技・実習を重視し、表現力や創造性の

開発に力点をおいたカリキュラム・指導法が学院各校共通の特色です。 

 【指導方針】 

   教員は、学生との信頼関係を大切にし、学生の主体性・可能性を尊重し、能力・適

性等を総合的に把握し、指導の成果等については、常時点検と評価を実施し、指導法

の改善に努めています。 
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１－２ 学校法人の沿革（概要）等 

 

年月日 概要 －学校法人・学校・学部・学科・課程等の新増設等－ 

昭和 27 年 4 月 1日 名古屋市昭和区永金町一丁目１番地に「滝子幼児園」を開設 

昭和 28 年 3 月 31 日 滝子幼児園を「滝子幼稚園」に変更設置認可（収容定員 310 人） 

昭和 28 年 4 月 1日 「滝子幼稚園」開設（収容定員 310 人） 

昭和 29 年 11 月 22 日 ｢学校法人自由学院｣設立認可 理事長「水野 子
と し こ

」就任 

昭和 32 年 5 月 1日 ｢学校法人自由学院｣の名称を「学校法人名古屋自由学院」に変更認可 

昭和 33 年 4 月 1日 名古屋市昭和区永金町一丁目 1番地に「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」開設 

昭和 33 年 5 月 31 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」が、幼稚園教員を養成する機関として文部

大臣の指定を受ける 

昭和 34 年 2 月 4日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」が、保母を養成する施設として厚生大臣の

指定を受ける 

昭和 38 年 4 月 1日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学」開設 

（入学定員〈保育科 50 人〉） 

昭和 41 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「文科」開設 

（入学定員 100 人〈国文専攻 50 人・英文専攻 50 人〉） 

昭和 42 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 43 年 4 月 1日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」開

設（収容定員 240 人） 

昭和 43 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 100 人） 

昭和 43 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」開設（入学定員 20 人） 

昭和 45 年 4 月 1日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄及び同郡西春町徳重に「名古屋芸術大学」開設 

（入学定員 音楽学部 70 人 〈声楽科 10 人・器楽科 25 人・音楽教育学科 35 人〉） 

（入学定員 美術学部 80 人〈絵画科 30 人・彫刻科 10 人・デザイン科 40 人〉） 

昭和 48 年 2 月 6日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」の名称を「名古屋保育専門学校」に変更認

可 

昭和 48 年 2 月 6日 「名古屋保育専門学校」が幼稚園教員を養成する機関として文部大臣の指定を受

ける 

昭和 48 年 3 月 29 日 「名古屋保育専門学校」が保母を養成する施設として厚生大臣の指定を受ける 

昭和 48 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」廃止 

昭和 49 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 49 年 12 月 25 日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 80 人〈器楽専攻 55 人・声楽専攻 25 人〉） 
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昭和 49 年 12 月 25 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 音楽学部 110 人〈声楽科 15 人・器楽科 35 人・音楽教育学科 60 人〉） 

（入学定員 美術学部 120 人〈絵画科 45 人・彫刻科 15 人・デザイン科 60 人〉） 

昭和 52 年 3 月 1日 「各種学校名古屋保育専門学校」を「専修学校名古屋保育専門学校」（教育専門

課程）に切替認可 

昭和 53 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」開設（入学定員 50 人） 

昭和 53 年 12 月 25 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 150 人） 

昭和 57 年 4 月 1日 名古屋保育専門学校「保育科幼稚園教員・保母専攻コース第 1部（昼間）」開設

（入学定員 50 人） 

昭和 60 年 3 月 31 日 「滝子幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認可（収容定員 200 人） 

昭和 60 年 3 月 31 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認

可（収容定員 160 人） 

昭和 60 年 12 月 25 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 音楽学部 160 人〈声楽科 30 人・器楽科 60 人・音楽教育学科 70 人〉） 

（入学定員 美術学部 180 人〈絵画科 70 人・彫刻科 20 人・デザイン科 90 人〉） 

平成元年 3月 31 日 学校法人名古屋自由学院理事長「水野 子
と し こ

」辞任  

平成元年 4月 1 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」就任 

平成 3年 12 月 20 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則の変更認可 

（器楽科 15 人・絵画科 10 人・彫刻科 5人・デザイン科 25 人） 

（期間 平成 4 年 4月 1日から平成 9年 3 月 31 日まで） 

平成 6年 12 月 21 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（第 3年次編入学定員 音楽学部 15 人〈声楽科３人・器楽科 5人・音楽教育学

科 7人〉） 

（第 3年次編入学定員 美術学部 20 人〈絵画科 10 人・デザイン科 10 人〉） 

平成 7年 4月 1 日 名古屋芸術大学「大学院美術研究科造形専攻｣修士課程開設（入学定員 10 人） 

平成 8年 12 月 19 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則の変更認可 

（器楽科 15 人・絵画科 10 人・彫刻科 5人・デザイン科 25 人） 

（期間 平成 9 年 4月１日から平成 12 年 3月 31 日まで） 

平成 9年 4月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科声楽専攻」及び「器楽専攻｣修士課程開設 

（入学定員 声楽専攻 5人・器楽専攻 6人） 

平成 11 年 3 月 1日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学校」に変更し、介護

福祉士を養成する施設として厚生大臣の指定を受ける 

平成 11 年 4 月 1日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学校」に変更し、介護

福祉科（教育・社会福祉専門課程）開設（入学定員 80 人） 

平成 11 年 4 月 1日 名古屋保育専門学校「保育科第二部（幼稚園教員専攻コース）」の廃止 

平成 11 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」の学生募集停止 

平成 11 年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（音楽学部 声楽科 50 人・器楽科 85 人） 

 （美術学部 絵画科 80 人・彫刻科 50 人・デザイン科 175 人） 
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平成 11 年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の減少に係る学則変更認可（音楽教育学科 50 人） 

平成 12 年 3 月 30 日 「名古屋保育・福祉専門学校」が幼稚園教員養成機関として文部大臣の指定を受

ける 

平成 12 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専攻課程」の学生募

集を停止し、「音楽科」として学生募集を行う 

平成 12 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」及び「児童教育科」の学生募集停

止 

平成 12 年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「保育科」及び「音楽科」を男女共学とする  

平成 12 年 5 月 24 日 「名古屋自由学院短期大学音楽科」の収容定員の減少に係る学則変更認可 

（入学定員 50 人） 

平成 12 年 8 月 15 日 名古屋芸術大学美術学部「彫刻科」の名称を「造形科」に変更認可 

平成 12 年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学」の名称を｢名古屋芸術大学短期大学部｣に変更認可 

平成 12 年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の名称を「名古屋芸術大学附属クリ

エ幼稚園」に変更認可 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」廃止 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専攻課程」廃止 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「児童教育科」及び「児童教育科第二部」廃止 

平成 13 年 4 月 1日 ①名古屋芸術大学美術学部彫刻科を美術学部造形科施行 

②名古屋自由学院短期大学を名古屋芸術大学短期大学部施行 

③名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園を名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園

施行 

平成 13 年 4 月 1日 名古屋芸術大学音楽学部「音楽文化応用学科」及び美術学部「美術文化学科」開

設（入学定員〈音楽文化応用学科 50 人・美術文化学科 30 人〉） 

平成 13 年 4 月 1日 名古屋芸術大学短期大学部文科「国文専攻課程」の募集停止 

平成 14 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「文科」廃止 

平成 14 年 4 月 1日 名古屋芸術大学「デザイン学部デザイン学科」開設 

（入学定員 175 人 第 3年次編入学定員 10 人） 

平成 14 年 4 月 1日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」の学生募集停止 

（ただし、3年次編入学は平成 16 年 4 月から学生募集停止） 

平成 16 年 4 月 1日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科音楽学専攻修士課程」開設（入学定員 8人） 

平成 17 年 4 月 1日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」及び「音楽文化創造学科」開設 

（入学定員 演奏学科 115 人、音楽文科創造学科 120 人） 

平成 17 年 4 月 1日 名古屋芸術大学「大学院デザイン研究科デザイン専攻修士課程」開設 

（入学定員 10 人） 

平成 17 年 4 月 1日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」及び「音楽文化

応用学科」の学生募集停止 

（ただし、3年次編入学は平成 19 年 4 月から学生募集停止） 

平成 18 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」廃止 

平成 19 年 3 月 6日 「人間発達学部」が指定保育士養成施設として東海北陸厚生局長の指定を受ける 
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平成 19 年 3 月 16 日 「人間発達学部」が教員の免許状授与の所要資格を得させるための大学の学部等

の課程として文部科学大臣の認定を受ける 

（小学校教諭一種免許状及び幼稚園教諭一種免許状） 

平成 19 年 3 月 22 日 名古屋保育・福祉専門学校「介護福祉科」の入学定員の減少に係る学則変更承認

（入学定員 40 人） 

平成 19 年 4 月 1日 名古屋芸術大学「人間発達学部子ども発達学科」開設 

（入学定員 140 人 第 3年次編入学定員 10 人） 

平成 19 年 4 月 1日 名古屋芸術大学短期大学部「保育科」及び「音楽科」の学生募集停止 

平成 20 年 3 月 31 日 「名古屋芸術大学短期大学部」閉校 

平成 20 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」及び「音楽文化

応用学科」廃止 

平成 20 年 4 月 1日 名古屋芸術大学美術学部「美術学科」開設（入学定員 160 人） 

平成 20 年 4 月 1日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」、「造形科」及び「美術文化学科」の学生募集

停止（ただし、3年次編入学は平成 22 年 4月から学生募集停止） 

平成 22 年 3 月 31 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」辞任 

平成 22 年 4 月 1日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村大介」就任 

平成 23 年 4 月 1日 名古屋芸術大学「大学院人間発達学研究科子ども発達学専攻修士課程」開設 

（入学定員 10 人） 

平成 23 年 4 月 1日 「名古屋保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」に名称

変更 

平成 24 年 4 月 1日 「名古屋芸術大学 栄サテライト」開設 

平成 25 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」廃止 
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１－３ 設置する学校・学部・学科等 

 

 １ 名古屋芸術大学大学院 

    音楽研究科    声楽専攻（修士課程） 

             器楽専攻（修士課程） 

             音楽学専攻（修士課程） 

    美術研究科    美術専攻（修士課程） 

    デザイン研究科  デザイン専攻（修士課程） 

    人間発達学研究科 子ども発達学専攻（修士課程） 

 ２ 名古屋芸術大学 

    音楽学部     演奏学科 

             音楽文化創造学科 

    美術学部     絵画科 日本画コース（募集停止中） 

                 洋画コース（募集停止中） 

             造形科（募集停止中） 

             美術文化学科（募集停止中） 

             美術学科 

    デザイン学部   デザイン学科 

    人間発達学部   子ども発達学科 

 ３ 名古屋芸術大学保育・福祉専門学校 

    保育科 

    保育科第二部 

    介護福祉科 

 ４ 滝子幼稚園 

 ５ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園 
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１－４ 事務組織図 

                       企画室 

                                               監査室 

                                  学院広報室          

                                         

              法人事務局      総務部          総務課 

                                       人事課 

                         財務部          経理課 

                                      管財課 

理事会                               木祖セミナーハウス 

 大学改革推進室（東） 

理事長          名古屋芸術大学      事務部           大学院事務室 （東・西） 

                                                                      庶務会計課   （東・西） 

    評議員会                             管財課    （東・西） 

         演奏課     （東） 

                       (ﾒﾃﾞｨｱ教育センター)     ＩＴ室    （東・西） 

                       (広報企画部)         広報入試課  （東・西） 

                        (生涯学習センター)                                    

                       (教職センター)       事務室    （東・西） 

                                     教務課    （東・西） 

                         

(国際交流センター)      学生支援課  （東・西） 

                       (図書館)           図書室    （東・西） 

                       (技術センター)       技術管理室  （西） 

 

                      名古屋芸術大学保育・福祉専門学校          事務室   （滝） 

             滝子幼稚園                     事務室   （滝） 

             名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園           事務室   （東） 

東キャンパス事務室 

西キャンパス事務室 

(学生部) 
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１－５ 当該学校・学部・学科等の入学定員、学生数の状況  

 

 入学定員 ３年次編入

学定員 

収容定員 

 

現  員 

(平成 24 年 5 月 1 日現在) 

名古屋芸術大学大学院 

 音楽研究科 

 美術研究科 

 デザイン研究科 

 人間発達学研究科 

     

      19 

      10 

   10 

   10 

 

   － 

   － 

   － 

  － 

 

     38 

     20 

   20 

   20 

 

        16 

        35 

        17 

         5 

    合    計       49    －      98         73 

名古屋芸術大学 

 音楽学部演奏学科 

 音楽学部音楽文化創造学科 

 美術学部絵画科 

 美術学部造形科 

 美術学部美術文化学科 

 美術学部美術学科 

 デザイン学部デザイン学科 

  人間発達学部子ども発達学科 

 

     115  

     120  

   － 

      － 

   － 

160 

   175 

     140  

 

      8 

      7  

   － 

   － 

    － 

     10 

     10 

     10 

 

    476 

    494 

     － 

     － 

  － 

660 

  720 

    580 

 

       294 

       308 

         4 

         3 

       3 

    473 

761 

       501 

    合    計      710      45   2,930      2,347 

名古屋芸術大学保育・福祉専門学校 

 保育科 

 保育科第二部 

 介護福祉科 

 

      50 

      25 

      40 

 

   － 

   － 

   － 

 

    100 

     75 

     80 

 

       125 

        54 

        28 

    合    計      115    －     255        207 

滝子幼稚園    －    －     200        210 

名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園    －    －     160        189 
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１－６ 役員・教職員の概要 （平成 24 年 5 月 1 日現在） 

 

 ・役員並びに評議員の定員及び現員  

   理 事（定員 10名 現員 10名） 

   監 事（定員  2 名 現員 2 名） 

   評議員（定員 21名 現員 21名） 

 ・教職員（主な役職者名） 

   学校法人名古屋自由学院学院長・理事長 

     川 村 大 介 

   名古屋芸術大学学長 

     竹 本 義 明 

   名古屋芸術大学保育・福祉専門学校長 

     加 藤   晃 

   滝子幼稚園長 

     藤 澤 卓 美 

   名古屋芸術大学附属クリエ園長 

     伊 藤 孝 照 

   学校法人名古屋自由学院法人事務局長 

     平 野 春 吉 

 ・教職員数 

   【教  員】 

   名 古 屋 芸 術 大 学 （教授72名 准教授25名  講師 17名 非常勤講師322名） 

   名古屋芸術大学保育・福祉専門学校（専任教員 10 名 非常勤教員 25名） 

   滝 子 幼 稚 園（専任教諭 7名 非常勤教諭 2名） 

   ク リ エ 幼 稚 園（専任教諭 6名 非常勤教諭 3名） 

   【事務職員及び技術職員】 

   事務職員（69 名）  

   技術職員（ 5 名） 
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２ 事業の概要 

 

事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

①保専校長、滝幼

園長及びクリエ

園長の交代 

任期満了による保専校長の交

代 

 

 

「加藤晃」保専校長の任期満了（平成 25

年 3月 31 日付け）に伴い、「藤澤卓美」保専

副校長を保専校長に選任（平成 25 年 4 月 1

日～平成 27 年 3 月 31 日）した。 

任期満了による滝幼園長の交

代 

 

 

「藤澤卓美」滝幼園長の任期満了（平成 25

年 3 月 31 日付け）に伴い、同滝幼園長を再

選任（平成 25年 4月 1日～平成 27年 3月 31

日）した。 

任期満了によるクリエ園長の

交代 

「伊藤孝照」クリエ園長の任期満了（平成

25 年 3 月 31 日付け）に伴い、「安部孝」芸大

人間発達学部准教授をクリエ園長に選任（平

成 25 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）し

た。 

②芸大美術学部絵

画科の廃止 

 

 

 

 

 

 

 

学則及び寄附行為の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 20 年 4 月に美術学部の 3 学科（絵画

科、造形科及び美術文化学科）を 1学科に統

合し、美術学部美術学科に改組したことによ

り、既存の 3学科の学生募集を停止し、平成

25年3月末日で絵画科の在学生がいなくなる

ことが確定したことに伴い、平成 25 年 3 月

31 日付けで美術学部絵画科を廃止すること

が理事会で承認されたことに伴い、学則及び

寄附行為を変更した。 

③寄附金の募集 学生の教育、学習及び生活に

関する支援 

「寄附金の募集計画に関する検討ＷＧ」の

検討結果に伴い、「名古屋芸大生夢サポート

募金」募集要項を作成し、次年度から寄附金

の募集を開始することとした。 

④経営分析 

 

 

 

 

 

 

 

財務基盤整備 10 カ年計画の

見直しに着手 

 

 

 

 

 

 

平成21年度を起点に平成30年度までの10

ｶ年の財務経営分析及び将来予測を行い、昨

年度「財務基盤整備 10 カ年計画」を作成し

たが、平成 23年度及び平成 24年度入学者数

の減少、退職引当金の計上、名古屋音楽学校

の事業譲渡等に伴い、財務状況が予測より悪

化している可能性があるため資料の見直し

を行った。 

芸大改革推進本部等の設置 

 

 

 

芸大改革を推進するため、「芸大改革推進

本部」、「教学組織改革分科会」、「事務組

織改革分科会」及び「滝子キャンパス等連携

強化分科会」を設置し検討を開始した。 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

⑤法人設立に伴う

寄附 

 

 

 

 

設立認可を目指す（仮称）社

会福祉法人ＮＵＡに対する寄

附 

 

 

 

平成 25 年 7 月に設立認可を目指す（仮称）

社会福祉法人ＮＵＡが「たきこ幼児園」を開

設するための基本財産及び運営費として、本

学院から 6,000 万円を寄附することとした

「贈与契約書」を承認し、平成 24 年 9 月 28

日に名古屋市に提出した。 

⑥名古屋栄地区へ

の進出 

名古屋市栄地区に名古屋芸術

大学のサテライトを確保 

平成 24 年 4 月 1 日から東洋ホールディン

グイス㈱から事業譲渡を受けた名古屋音楽

学校に「名古屋芸術大学 栄サテライト」を

開設した。 

⑦名古屋自由学院

事務組織規程の

改正 

名古屋自由学院事務組織の指

揮系統及び権限の見直し 

滝子キャンパスの保専及び滝幼の事務組

織の指揮系統及び権限について、同事務組織

と法人事務局との円滑な業務の推進を図る

ため、「名古屋自由学院事務組織規程」を改

正した。（平成 25年 4月 1 日施行） 

⑧産業医による安

全衛生巡視報告 

芸大からの報告 平成 24年 12 月 3日に東キャンパスで実施

した「産業医による安全衛生巡視」について

産業医から報告があり、特に指摘事項はなか

った。なお、産業医から意見書が提出されて

いた安全衛生委員会の設置について、「安全

衛生委員会規程」を産業医及び社会保険労務

士に確認し制定した。 

⑨ＩＣＴ活用推進

事業 

 

サウンド実技室の改修 

 

 

平成 24 年 6 月 1 日から平成 24 年 8 月 10

日まで東キャンパス 11 号館 2 階サウンド実

技室の改修工事を実施した。 

⑩教育基盤・研究

設備の整備 

 

共通講義室の環境整備 

 

 

平成 24 年 6 月 1 日から平成 24 年 9 月 20

日まで西キャンパス共通講義室（10教室）の

ＩＣＴ環境整備を実施した。 

⑪戦略的研究基盤

形成支援事業 

 

子育て支援室の改修 

 

 

平成 24 年 6 月 1 日から平成 24 年 9 月 30

日まで東キャンパス 11 号館 1 階子育て支援

室の改修工事を実施した。 

⑫バリアフリー推

進事業 

渡り廊下バリアフリー工事及

び身障者用トイレ改修工事の

実施 

平成 24 年 6 月 1 日から平成 24 年 10 月 20

日まで西キャンパスＢ・Ｇ棟渡り廊下バリア

フリー工事及びＬ棟身障者用トイレ改修工

事を実施した。 

⑬運用財産の活用 活用されていない運用財産の

土地を処分（売却） 

平成 25年 3 月 19 日に北名古屋市熊之庄射

矢重 8-1 及び平成 25年 3月 21 日に名古屋市

昭和区汐見町 2-5（理事長公舎）の運用財産

の土地を売却した。 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

⑭防災対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災訓練等の実施 

 

 

 

 

 

平成 24 年 10 月 19 日に西キャンパス、平

成 24 年 10 月 24 日に東キャンパス及び平成

24年10月29日に滝子キャンパスで緊急地震

速報受信を想定した防災訓練を実施した。各

幼稚園は、年間を通じ独自に数回の防災訓練

を実施した。 

防災対策の検討 

 

 

 

平成 24 年 11 月 29 日の防火・防災対策委

員会で、防災訓練における改善策及び今後の

防災対策（災害発生に伴う避難場所への誘導

および避難場所での対応、ライフラインの遮

断と公共交通機関の不通を想定した対応）を

検討した。 

⑮規程の制定・改 

 正 

奨学金制度等の充実 ・芸大大学院の修了生、芸大及び芸大短期大

学部の卒業生の父、母、子が芸大大学院及び

芸大に入学した場合、入学手続き時に納入し

た入学金を奨学金として給付する「名古屋芸

術大学親子入学金免除奨学金規程」を制定し

た。（平成 25年 4月 1 日施行）   

・名古屋音楽学校の所定のコースを修了した

者が、芸大大学院及び芸大に入学した場合、

入学手続き時に納入した入学金を奨学金と

して給付する「名古屋音楽学校修了生に係る

名古屋芸術大学入学金免除奨学金規程」を制

定した。（平成 25年 4月 1 日施行） 

 ※ 詳細は別紙「事業計画実施報告」のとおり 

 



３　財務の概要

(単位：円)

(単位：円)

予 備 費
(19,851,380)

30,148,620

　　資金収支計算書は、当該会計年度の教育研究活動に対応する全ての収入及び支出の内容、並びに当
該会計年度における支払資金(現金及びいつでも引出すことが出来る預貯金）の収入及び支出のてん末を
明らかにするものです。

平成24年度資金収支計算書

2,013,000,000

△ 153,797,537次 年 度 繰 越 支 払 資 金 2,364,870,122

３－１．資金収支計算書の概要

163,345,916

△ 259,704,693

平成24年4月 1日から
平成25年3月31日まで

1,460,900,000

差　　　異

3,725,316,000 3,739,586,200

16,976,759 △ 1,921,079

△ 14,270,200

△ 732,300

科　　　目

308,819,000国 庫 補 助 金 収 入

収 入 の 部

決　算　額予　算　額

51,329,000 52,061,300

54,958,580

82,977,242 △ 3,586,656

382,805,586

15,055,680

303,415,000

寄 付 金 収 入

科　　　目

6,353,583,398

資 金 収 入 調 整 勘 定

予　算　額

△ 543,088,504

そ の 他 の 収 入

8,815,563,133

631,102,921

決　算　額

3,021,170,7773,021,170,777

資 産 運 用 支 出

当 年 度 支 出 合 計

169,820,000

2,118,000,000

地方公共団体補助金収入

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 収 入

36,630,120

178,780,939

前 受 金 収 入

管 理 経 費 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出 3,979,135

931,771,765

422,231,135

400,920,000

資 金 支 出 調 整 勘 定

79,390,586

借 入 金 等 返 済 支 出

資 産 売 却 収 入

人 件 費 支 出

支 出 の 部

225,768,317

施 設 関 係 支 出

8,815,563,133支 出 の 部 合 計

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

補 助 金 収 入

そ の 他 の 支 出

手 数 料 収 入

6,450,693,011

141,163,999

収 入 の 部 合 計

事 業 収 入

雑 収 入

借 入 金 等 収 入

当 年 度 収 入 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

教 育 研 究 経 費 支 出

160,793,500

39,300,000

2,882,536,012

422,231,135

849,909,628

2,911,074,000

9,374,754,175

7,143,830,210

9,374,754,175 559,191,042

712,988,579

0

19,629,501

200,630,598 200,289,402

130,520,000

△ 5,404,000

391,796,242 △ 8,990,656

56,232,260

△ 19,862,800

1,273,680

132,751,079

2,558,524

0

763,854,000

1,480,762,800

32,458,219

0

176,222,415

559,191,0425,794,392,356

142,038,648

4,171,901

3,979,135

0

83,729,669

81,862,137

380,483,224

0

559,191,042

差　　　異

28,537,988

△ 923,571,728

105,000,000

5,698,719

2,211,072,585

111,302,212

157,647,197

30,148,620

△ 148,402,481

大学･専修学校･幼稚園において学

生･生徒･園児などから納入された

学費です。 

大学に対する私学大学等経常費

補助金など国からの補助金です。 

県及び市町村からの補助金です。 

受託事業・受託研究に係る収入及

び補助活動事業収入です。 

本年度に納入された、次年度以降

の学生生徒等納付金などの収入で

す。 

本年度末において収納できなかっ

た未収入金や前年度に先立って受

入れた前受金などです。 

法人業務･学生等募集などに要す

る経費です。 

各種引当資産への繰入額です。 

本年度末において支払えなかった

未払金や前年度に先立って支払っ

た前払金などです。 
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収入の部

　手数料収入(5,206万円)は、入学検定料、試験料及び証明手数料の収入です。

　寄付金収入(1,697万円)は、特別寄付金及び一般寄付金の収入です。このうち、特別寄付金は、用途が指
定された寄付金収入です。

　補助金収入(3億9,179万円)は、国庫補助金及び地方公共団体補助金の収入です。このうち、最も大きな割
合を占めているのは国庫補助金のなかの私立大学等経常費補助金です。

　資産運用収入(5,495万円)は、受取利息・配当金収入及び施設設備利用料収入です。

　資産売却収入(14億8,076万円)は、不動産･有価証券の売却収入です。

　事業収入(3,245万円)は、公開講座収入及び受託事業収入等です。

　雑収入(1億7,622万円)の93.2％は、私立大学退職金財団交付金収入です。

3.9億円4.4億円 4.1億円 4.6億円 4.0億円

　学生生徒等納付金収入(37億3,958万円)は、授業料、入学金、実験実習料、教育充実費、施設設備資金
の収入です。下記のグラフは、平成24年5月1日現在の在籍学生生徒数(3,026名)です。

芸大 2,347名 

77.6% 

大学院 73名 

2.4% 

保専 207名 6.8% 

滝幼 210名 6.9% 

クリエ 189名 

6.3% 

学生生徒等数構成図 

0.93 0.88 1.27 0.99 1.18 

2.75 2.41 
2.34 2.80 2.42 

0.74 
0.77 

1.02 0.18 0.32 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

5.50

6.00

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

補助金の推移 
私立大学等経常費補助金特別補助 

私立大学等経常費補助金一般補助 

文部科学省・地方公共団体等補助金

等 

億円 

 

補助金受入額 
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支出の部
　人件費支出(28億8,253万円)は、教員人件費、職員人件費、役員報酬及び退職金の支出です。

　教育研究経費支出(8億4,990万円)は、教育・研究等の活動に要する消耗品費、光熱水費、通信費、印刷
費、修繕費及び業務委託費等の経費支出です。

　資産運用収入(5,495万円)は、受取利息・配当金収入及び施設設備利用料収入です。

　資産売却収入(14億8,076万円)は、不動産･有価証券の売却収入です。

　事業収入(3,245万円)は、公開講座収入及び受託事業収入等です。

　雑収入(1億7,622万円)の93.2％は、私立大学退職金財団交付金収入です。

　管理経費支出(4億2,223万円)は、法人業務・学生募集業務・管理業務に伴う消耗品費、光熱水費、通信
費、印刷費、修繕費及び業務委託等の経費支出です。

　借入金等利息支出(397万円)は、日本私立学校振興・共済事業団からの貸付金(借入金)に対する支払利
息です。

　借入金等返済支出(3,930万円)は、日本私立学校振興・共済事業団からの貸付金(借入金)に対する返済
額です。

　施設関係支出(2億63万円)は、建物、構築物の支出です。

　設備関係支出(1億4,116万円)は、教育研究用機器備品、その他の機器備品、図書、車輌、教育研究用ソ
フトウェア及びその他のソフトウェアの支出です。
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３－２．消費収支計算書の概要

(単位：円)

(単位：円)

　消費収支計算書は、当該会計年度の帰属収入、基本金組入額、消費収入及び消費支出の内容並びに消
費収支の均衡状態を示す計算書で、企業会計の損益計算書に近いものです。学校法人の消費収支計算書
には、損益計算書では計上対象とならない資本的支出が基本金組入額として計上されています。

国 庫 補 助 金

391,796,242

資 産 運 用 収 入 56,232,260

303,415,000

15,205,680 18,067,709

382,805,586

△ 5,404,000

113,756,025

学 生 生 徒 等 納 付 金 3,739,586,200

予　算　額

△ 14,270,2003,725,316,000

差　　　異

消 費 収 入 の 部

決　算　額

平成24年4月 1日から
平成25年3月31日まで

79,390,586

4,171,901

△ 93,588,541

2,568,724

4,447,407,993

平成24年度消費収支計算書

△ 732,30051,329,000 52,061,300

△ 2,862,029

△ 8,990,656

寄 付 金

補 助 金

手 数 料

科　　　目

△ 74,747,661

1,273,680

82,977,242 △ 3,586,656

95,240,553

地 方 公 共 団 体 補 助 金

54,958,580

20,167,484

△ 113,756,025

4,561,164,018

32,458,219

176,995,215

308,819,000

消 費 支 出 の 部

雑 収 入

消 費 収 入 の 部 合 計

徴 収 不 能 額

資 産 処 分 差 額

管 理 経 費

資 産 売 却 差 額 20,492,892

科　　　目

人 件 費

179,563,939

0

事 業 収 入 36,630,120

帰 属 収 入 合 計

基 本 金 組 入 額 合 計

4,467,575,477

4,467,575,477

決　算　額 差　　　異

0

教 育 研 究 経 費

借 入 金 等 利 息

2,882,635,3362,908,036,000

0

0

25,400,664

455,492,895

1,376,934,253 80,646,2041,457,580,457

455,492,895

3,979,135

基 本 金 取 崩 額

消 費 支 出 の 部 合 計

31,297,053予 備 費

予　算　額

(18,702,947)

67,500 0

96,745,131

94,909,063

△ 3,195,961,652

67,500

4,953,198,171

△ 485,622,694

76,734,095

3,979,135

翌 年 度 繰 越 消 費 収 入
( △ 支 出 ) 超 過 額

4,795,843,214

△ 348,435,221

157,354,957

20,011,036

前 年 度 繰 越 消 費 収 入
( △ 支 出 ) 超 過 額

△ 3,195,961,652

31,297,053

△ 3,586,675,283 △ 3,544,396,873

当 年 度 消 費 収 入
( △ 支 出 ) 超 過 額

資金収支寄付金収入と教育備品･

図書など資産の現物寄付金額で

す。 

固定資産などの売却額が帳簿残

高(貸借対照表残高)を超える場合

基本金各号の組入額の合計額で

す。 

資金収支教育研究経費支出と施

設・設備の当期減価償却額などが

含まれます。 

資金収支管理経費支出と施設・設

備の当期減価償却額などが含まれ

ます。 

固定資産など売却収入が帳簿残

高(貸借対照表残高)に不足する

場合の不足額と、固定資産などを

処分した場合の帳簿残高です。 

本年度の徴収不能確定額です。 
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帰属収入

基本金組入額

消費支出
　消費支出は、教育研究その他の諸活動に対応して消費した支出で、人件費、教育研究経費、管理経費等
です。なお、人件費には、文部科学省による退職給与引当金計上変更基準に係る特別繰入額が含まれてい
ます。

　基本金組入額は、学校法人の永続的維持に必要な資産を継続的に保持するために、維持すべきものとし
て帰属収入のうちから組入れた金額です。
　基本金には、第１号基本金から第４号基本金まで、４種類の基本金があります。

　第１号基本金は、施設設備の整備拡充のために支出した金額であり、当年度組入高は、1億1,375万円とな
りました。
　第２号基本金は、施設設備を取得するために、事前に組入れた金額であり、当年度はありませんでした。
　第３号基本金は、教育・研究活動の維持向上を目的とした教育研究基金、奨学基金等の設定であり、平成
23年度において組入予定額を達成したため、当年度の組入額はありませんでした。
　第４号基本金は、恒常的な資金の維持のための設定であり、当年度は組入れを行いませんでした。

　帰属収入は、学校法人の負債とならない収入で、学生生徒等納付金、手数料、寄付金、補助金、資産運
用収入、雑収入等です。

学生生徒等納付金 

37億3959万円 

82.0% 

手数料 5,206万円 

1.1% 

寄付金 1,807万円 

0.4% 

補助金         

3億9,180万円 8.6% 

資産運用収入   

5,495万円 1.2% 事業収入他      

3億469万円 6.7% 

帰属収入の構成 

  人件費      

28億8,264万円 

60.1% 

教育研究費                                                                                           

13億7,693万円        

28.7% 

管理経費      

4億5,549万円 

9.5% 

借入金等利息･その

他  8,078万円         
1.7% 

消費支出の構成 
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３－３．貸借対照表の概要

(単位：円)

受 取 手 形 926,100 0 926,100

19,576,974,40519,341,170,188 △ 235,804,217資 産 の 部 合 計

65,745

△ 4,217,396

△ 2,709,125

36,000

133,540,882

△ 34,635,496

△ 70,000

3,071,400

5,478,102

354,540,674

275,024,387

3,890,174,453 4,093,796,400

7,325,133

3,724,540,925

△ 203,621,947

△ 528,658,449

240,388,891

1,087,452,635

△ 22,589,792

500,000,000

△ 656,300,655

500,000,000

0400,000,000

0

0

△ 7,359,274

△ 36,000,000

△ 477,567,439

0

1,847,031

770,421,671

36,165,598

△ 4,418,588

23,437,189

813,000,000

0

0

△ 2,089,741

13,498,524,044

1,064,015,446

12,921,105

建 物

有 形 固 定 資 産

7,663,124,650

科　　　目

(平成25年3月31日)

土 地

教 育 研 究 用 機 器 備 品

16,452,643,298固 定 資 産

本 年 度 末

△ 234,645,150

増　減　(△)

構 築 物

貸借対照表

未 収 入 金

前 払 金

短 期 貸 付 金 4,418,588

12,595,319

保 証 金

13,660,234

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

2,954,119,254

11,000,000

1,478,000,000

36,095,598

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

11,000,000

3,071,400

10,831,364

　貸借対照表は、平成25年3月31日現在の財政状態を示す計算書で、学校法人の資産と負債・基本金・消
費収支差額の状況を表しています。学校法人会計には、企業会計の資本金という概念はなく、基本金として
組入れている金額と当該年度までの消費収支計算書の結果である消費収支差額が、貸借対照表の貸方に
計上されています。

図 書

13,020,956,605

資 産 の 部

7,428,479,500

36,000

仮 払 金

84,955,656

4,803,6502,094,525

0

1,442,000,000

長 期 貸 付 金

58,308,015

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産 58,308,015

1,249,000,000

4,352,843

立 替 金

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

9,048,181

現 金 預 金

16,745,497,530 292,854,232

3,021,170,777

218,496,538

4,830,785

前 年 度 末

377,130,466

2,364,870,122

19,954,593

574,314

3,124,331,1072,595,672,658

400,000,000

574,314

車 輌

有 価 証 券

施 設 設 備 引 当 特 定 資 産

18,078,822

436,000,000

流 動 資 産

そ の 他 の 機 器 備 品
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固定資産

流動資産

負債

基本金

消費収支差額

合計

負 債 の 部 ・ 基 本 金 の 部 及 び
消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

消 費 収 支 差 額 の 部 合 計

348,000,000

20,543,854,505

△ 1,125,021

第 １ 号 基 本 金

20,430,098,480

前 年 度 末

仮 受 金 59,000 0 59,000

前 年 度 末科　　　目

△ 3,544,396,873

△ 3,544,396,873

130,520,000

△ 3,195,961,652

本 年 度 末

△ 3,195,961,652

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額

基 本 金 の 部 合 計

退 職 給 与 引 当 金

長 期 借 入 金

未 払 金

986,291,972

短 期 借 入 金

負 債 の 部 合 計

前 年 度 末

本 年 度 末

第 ４ 号 基 本 金

科　　　目

19,582,098,480

500,000,000第 ３ 号 基 本 金 500,000,000

増　減　(△)

0

△ 673,476

154,838,109

39,300,000

97,876,100

958,973,517

1,383,864,060

前 年 度 末

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

科　　　目

1,355,420,584

102,750,000

△ 348,435,221

増　減　(△)

増　減　(△)

本 年 度 末

本 年 度 末

科　　　目

113,756,025

前 受 金

60,600,318 13,959,524預 り 金 74,559,842

2,342,837,5772,341,712,556

基 本 金 の 部

19,695,854,505

消費収支差額の部

704,235,090631,188,921

1,253,344,060

△ 11,530,000

△ 73,046,169

19,576,974,40519,341,170,188

252,714,209

27,770,000

1,252,670,584

348,000,000

増　減　(△)

△ 235,804,217

113,756,025

27,318,455

△ 28,443,476

△ 27,770,000

0

△ 348,435,221

38 37 35 31 26 

165 164 165 165 167 
202 203 206 204 205 

19 18 17 24 23 

△ 18 △ 20 △ 23 △ 32 △ 35 

203億円 201億円 
200億円 196億円 193億円 

-50

0

50

100

150

200

250

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 

貸借対照表構成比率の推移 

億円 

基本金 

消費収支差流動資産 

負債  

固定資産 
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３－４．財務比率経年比較

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

90.7% 91.0% 91.3% 88.0% 87.9%

87.3% 86.8% 87.2% 86.9% ―

△ 8.7% △ 9.8% △ 11.8% △ 16.3% △ 18.3%

△ 6.8% △ 8.1% △ 9.3% △ 10.5% ―

338.9% 339.6% 308.6% 325.8% 263.2%

238.6% 232.7% 236.6% 230.3% ―

10.3% 9.9% 9.6% 13.6% 13.8%

14.6% 15.2% 14.7% 15.1% ―

9.3% 9.0% 8.8% 12.0% 12.1%

12.7% 13.2% 12.8% 13.1% ―

68.9% 68.1% 68.3% 68.9% 67.3%

61.5% 61.7% 61.6% 61.2% ―

98.4% 98.8% 99.0% 99.0% 99.3%

96.8% 96.9% 97.0% 97.1% ―

貸借対照表関係比率

⑤総負債比率(＝（固定負債+流動負債）÷総資産)
   ⇒負債の割合はどうか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

①自己資金構成比率
　(＝(基本金+消費収支差額)÷総資金(負債+基本金+消費収支差額))
   ⇒資金の調達源泉の分析（高い値が良い）

②消費収支差額構成比率(＝消費収支差額÷総資金)
   ⇒自己資金は充実されているか（高い値が良い）

③流動比率(＝流動資産÷流動負債)
   ⇒負債に備える資産が蓄積されているか（高い値が良い）

④負債比率(＝総負債÷自己資金（＝基本金+消費収支差額）)
   ⇒負債の割合はどうか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

大学法人平均

本学

大学法人平均

⑦基本金比率(＝基本金÷基本金要組入額)
　 ⇒自己資金は充実されているか（高い値が良い）

⑥有形固定資産構成比率（＝有形固定資産÷総資産）
　 ⇒資産構成はどうなっているか（低い値が良い）

本学

　

　本学校法人では、財政の健全性を確保することを目的として、13項目の財務比率を設定しグラフ化しました。各比率の意味
と各比率から見た本学の財政状況（平成20年度～平成24年度）は以下のとおりです。なお、全国私大平均は、医歯系法人を
除いた大学法人の平均値です。

90.7% 91.0% 
91.3% 

88.0% 87.9% 

87.3% 
86.8% 87.2% 86.9% 

85.0%

87.0%

89.0%

91.0%

93.0%

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

①自己資金構成比 
本学 

大学法人平均 

△ 8.7% 
△ 9.8% 

△ 11.8% 

△ 16.3% 

△ 18.3% 

△ 6.8% △ 8.1% 
△ 9.3% △ 10.5% 

△ 24.0% 

△ 14.0% 

△ 4.0% 

②消費収支差額構成比率 

338.9% 339.6% 
308.6% 

325.8% 

263.2% 
238.6% 232.7% 236.6% 230.3% 

200.0%

300.0%

400.0% ③流動比率 

10.3% 9.9% 9.6% 
13.6% 13.8% 

14.6% 
15.2% 

14.7% 15.1% 

8.0%

13.0%

18.0%
④負債比率 

9.3% 9.0% 8.8% 12.0% 12.1% 

12.7% 13.2% 12.8% 13.1% 

8.0%

13.0%

18.0% ⑤総負債比率 

68.9% 
68.1% 68.3% 

68.9% 

67.3% 

61.5% 61.7% 61.6% 61.2% 

60.0%

70.0% ⑥有形固定資産構成比率 

98.4% 98.8% 99.0% 99.0% 99.3% 

96.8% 96.9% 97.0% 97.1% 
96.0%

98.0%

100.0%

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

⑦基本金比率 

20



平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

84.5% 86.2% 83.7% 85.9% 82.0%

73.0% 72.7% 73.4% 72.7% ―

61.3% 63.5% 60.5% 80.3% 63.2%

52.8% 52.6% 52.9% 54.0% ―

72.5% 73.6% 72.3% 93.5% 77.1%

72.3% 72.4% 72.0% 74.4% ―

30.8% 30.2% 30.1% 31.3% 30.2%

31.0% 30.9% 30.9% 30.9% ―

△ 1.2% △ 2.5% △ 1.0% △ 22.2% △ 5.1%

0.2% 3.7% 4.4% 3.4% ―

105.0% 104.3% 109.0% 125.0% 107.8%

115.0% 110.8% 110.5% 109.2% ―

本学

本学

大学法人平均

⑬消費収支比率(＝消費支出÷消費収入)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか（低い値が良い）

大学法人平均

消費収支関係比率

⑧学生生徒等納付金比率(＝学生生徒等納付金÷帰属収入)
 　⇒収入構成はどうなっているか

本学

大学法人平均

⑨人件費比率(＝人件費÷帰属収入)
 　⇒支出構成は適切であるか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

⑩人件費依存率(＝人件費÷学生生徒等納付金)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

⑪教育研究経費比率(＝教育研究経費÷帰属収入)
 　⇒支出構成は適切であるか（高い値が良い）

本学

大学法人平均

⑫帰属収支差額比率(＝（帰属収入-消費支出）÷帰属収入)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか

84.5% 86.2% 
83.7% 

85.9% 
82.0% 

73.0% 72.7% 73.4% 72.7% 

70.0%

80.0%

90.0%

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

⑧学生生徒等納付金比率 
本学 

大学法人平均 

61.3% 63.5% 60.5% 

80.3% 

63.2% 

52.8% 52.6% 52.9% 54.0% 

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0% ⑨人件費比率 

72.5% 73.6% 72.3% 

93.5% 

77.1% 

72.3% 72.4% 72.0% 
74.4% 

65.0%

75.0%

85.0%

95.0% ⑩人件費依存率 

30.8% 
30.2% 

30.1% 

31.3% 
30.2% 

31.0% 30.9% 30.9% 

30.9% 

29.0%

30.0%

31.0%

32.0% ⑪教育研究経費比率 

△ 1.2% △ 2.5% 
△ 1.0% 

△ 22.2% 

△ 5.1% 

0.2% 
3.7% 4.4% 3.4% 

△ 30.0% 

△ 20.0% 

△ 10.0% 

0.0%

10.0%
⑫帰属収支差額比率 

105.0% 
104.3% 

109.0% 

125.0% 
107.8% 

115.0% 
110.8% 110.5% 

109.2% 
100.0%

110.0%

120.0%

130.0%

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

⑬消費収支比率 
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3－5 主な施設設備の整備状況 

 

・校舎耐震補強工事、キャンパス内バリアフリー化、防災設備整備の推進 

対象となる校舎の耐震診断を平成 15・16 年度で実施し、平成 17 年度より３カ年計画で耐

震補強工事を実施しました。平成 20 年度から地震等の防災を想定した設備対策を実施中。 

年度 所属 事業内容 

24 芸大 西 B・G 棟渡り廊下増築（バリアフリー）    ※１ 

23 芸大 
西 B・G 棟耐震補強工事 

西 C･D･E･F 棟耐震補強工事 

22 

芸大 

全学 

芸大 

保専 

11 号館耐震補強工事･EV 耐震改修（４基） 

緊急地震速報システム構築（大学･専門学校･幼稚園） 

全校舎自動火災報知機集中管理整備 

尚友館耐震補強工事･EV 耐震改修 

21 芸大 
Ｋ棟身障者トイレ改修（バリアフリー） 

非常放送・避雷ユニット等防災設備改修 

20 芸大 

体育館大空間天井耐震補強工事 

8 号館身障者トイレ増設（バリアフリー） 

埋設ガス配管の耐震化 

19 芸大 
8 号館耐震補強工事 

1 号館身障者対応ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ及びﾄｲﾚ改修工事（バリアフリー） 

18 

芸大 A 棟･５号館耐震補強工事 

短大部 9 号館耐震補強工事 

保専 清雅館耐震補強工事 

17 
芸大 

H･K 棟・６号館耐震補強工事 

G･U 棟渡り廊下増築（バリアフリー）      ※２ 

H･K 棟ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ渡り廊下増築（バリアフリー）  ※３ 

滝幼 北館耐震補強工事 

16 芸大 X･G 棟渡り廊下増築（バリアフリー）       ※４ 

 

・学校隣接土地の取得等 

年度 所属 事業内容 面積（㎡） 

23 法人 北名古屋市鍛冶ヶ一色（運用財産）処分 1,844.00 

19 滝幼 滝子キャンパス園地取得 244.28 

18 芸大 
東キャンパス校地取得 

西キャンパス校地取得 

503.00 

871.00 

16 芸大 東キャンパス校地取得 886.00 
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23

※1 平成24年度 

   西B・G棟渡り廊下増築（バリアフリー）  

※2 平成17年度 

 西G・U棟渡り廊下増築(バリアフリー) 

※3 平成17年度  

西H・K棟エレベーター渡り廊下増築(バリアフリー) 

※4 平成16年度  

     西X・G棟渡り廊下増築(バリアフリー) 



・地球温暖化対策として省エネルギー化の推進 

年度 所属 事業内容 

24 芸大 東１号館設備集中監視制御システム更新 

23 芸大 

東１号館屋上太陽光発電設備設置（20kw）    ※５ 

東１号館省エネ照明更新、省エネトランス更新 

西 C･D･E･F 棟工房屋根･外壁･照明省エネ改修   ※６ 

西 Z 棟省エネ照明更新、G 棟高効率空調機省エネ照明更新 

22 芸大 
西体育館屋上太陽光発電設備設置（40kw）    ※７ 

西省エネトランス更新、A･H･K 棟省エネ照明更新 

21 芸大 

1・5 号館高効率空調機リニューアル 

Ａ・Ｂ棟 LED 照明・人感センサー等取替 

1・3・5・6 号館 LED 照明・人感センサー等取替 

20 芸大 1 号館高効率空調機ﾘﾆｭｰｱﾙ 

19 芸大 

学生食堂･1 号館空調機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙ 

重油ﾎﾞｲﾗｰ熱源ﾘﾆｭｰｱﾙ 

屋外緑化 

18 

芸大 3 号館講堂照明システム改修 

短大部 1 号館空調機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙ 

滝幼 園バスの天然ガス自動車買い替え 

17 芸大 東ｷｬﾝﾊﾟｽ４号館ガス空調機（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

16 
芸大 西ｷｬﾝﾊﾟｽ U 棟ガス空調（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

保専 清雅館ガス空調（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

15 
芸大 

東ｷｬﾝﾊﾟｽ 3 号館ガス空調機（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

西ｷｬﾝﾊﾟｽ高圧受電設備を省エネ機器に改修 

クリエ 園バスの天然ガス自動車買い替え 

14 芸大 
東ｷｬﾝﾊﾟｽ空調機デマンド制御設置 

西ｷｬﾝﾊﾟｽ空調機デマンド制御設置 

 

以 上 
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※5 平成23年度 

 東1号館屋上太陽光発電設備設置(20kw) 

※6 平成23年度  

 西C･D･E･F棟工房屋根・外壁・照明省エネ

※7 平成22年度 

  西体育館屋上太陽光発電設備設置(40ｋｗ) 

※6 平成23年度  

 西C･D･E･F棟工房屋根・外壁・照明省エネ
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